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要約 
 日本の財政の現状をコロナ以前の「平時」と「コロナ禍」の二面から明らかに

する。 

 「平時」の財政では、「国の財政力」が弱まっていることを指摘する。その原因
が増大を続ける社会保障関係費であることを示し、その背景と対策について
考える。 

 検討は医療や介護保険制度を中心として進める。社会保障給付費とその財
源、医療・介護保険の仕組みを通じて、給付費が増大し、それにともない公
費負担が自動的に増加していることが問題となっていることを指摘する。 

 増大を続ける公費負担への対応として、「給付から公費への関係」を改めて、
「保険料と公費負担から医療給付費を自動的に調整する仕組み」が必要なこ
とを指摘する。コロナ禍の病床不足を踏まえ、これは、たんなる給付削減で
はなく、医療提供体制の改善のためにも重要なことを指摘する。 

 「コロナ禍」の財政では、コロナ対策費を通じて、国がコロナにどう立ち向かっ
たかを示す。コロナ感染の収束を見据えて、緊急対策にかかった費用の回
収が必要であること、一括予算となっている支出の中身の検証が必要なこと
などを指摘する。 
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要約 
 以上が本報告の内容であるが、日本財政の現状とリスクについて指摘す

る(図表）。これまでに経験をしたことのない規模で財政赤字が拡大し、国
の債務のGDP比率も上昇を続けている。同時に日銀の国債買入れが進

み、通貨供給が激増している。今後経済の回復にともない、金利が上が
る可能性があるが、この金融リスクに対しても、現在の国債管理体制は
脆弱であることを示す。 
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構成 
・ 国の一般会計： 
   2019年度ー2021年度の推移 
・ 弱まる国の財政力 
・ 増大を続ける社会保障関係費 
   ―その背景と必要な対応 
・ 政府はコロナにどう立ち向かったか 
・ 日本財政の現状とリスク(図表） 
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  国の一般会計：  
  2019年度ー2021年度の推移 
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国の一般会計の推移 
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2019年度-2021年度 
国の一般会計予算の推移 

 2019年度 
 当初予算で基礎的財政収支は赤字（9.2兆円） 
 補正予算で赤字幅拡大(13.7兆円） 
 ← 「平時」の姿 

 
 2020年度 
 当初予算は、2019年度をほぼ完全に踏襲 
 コロナ禍で3つの補正予算が編成された。その結果、 
 基礎的財政収支は、89.5兆円の赤字 
 財政赤字は97.1兆円となった。← コロナ禍の姿 

 
 2021年度当初予算 
 基礎的財政収支は、19.8兆円の赤字 
 財政収支は28.3兆円の赤字 
 コロナ対策として、予備費を5兆円計上 ←コロナ禍が続く姿 
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    弱まる国の財政力 

8 



国の財政力とは 
 国の歳入の一部は、地方交付税交付金等として、地方に配分さ
れる。ここで、歳入合計から地方交付税交付金等を引いた部分を 
「国の自前の財源（裁量予算） 」と呼ぶことにする。 
 

 国の自前の財源 
 ＝歳入合計―地方交付税交付金等 

 
 国は自前の財源をどのように歳出に振り向けたのであろうか。 
 「平時」においても、社会保障への支出が自前財源の70％近くに
達していた。コロナ禍でその比率はさらに大きく増大している。 

 
 その結果、自前の財源では歳出をまかなうことは到底できず、国
の歳出（一般歳出）は自前財源をはるかに上回っている。「平時」
において一般歳出は自前財源を27％程度上回り、コロナ禍では
200％（2020年度）、42％（2021年度当初予算）上回っている。 9 



国の財政力の現状 
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  増大を続ける社会保障関係費 
  ―その背景と必要な対応 
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社会保障給付費とその財源、財務省資料 
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社会保障財源の項目別推移 
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医療保険の財源構成（医療給付費、2021年度
予算ベース）厚生労働省資料 
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後期高齢者医療制度の仕組みと財源、 
厚生労働省資料 

給付の50％は、
公費負担 
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介護保険の仕組みと財源、厚生労働省資料 
給付の50％は
公費負担 

16 



一人当たり医療費・介護費と国庫負担 
財務省資料 
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給付の自動調整 
増大する公費負担にどう立ち向かうか 

 給付が増大し、それに伴い公費負担が自動的に増加す
るのが問題。 
 

 給付の自動調整 
  医療費＝＞給付費（＝医療費―自己負担） 
      ＝＞保険料収入＋公費負担 
 を逆転して、負担に見合った給付とする。 
 

  保険料収入＋公費負担 
    ＝＞ 給付費 
    ＝＞ 医療費（＝給付費＋自己負担） 
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給付自動調整は、どう行われるか 
 公的年金の場合ーすでに給付自動調整が導入済みだ 
 ①上限保険料率と国庫負担ルールの設定 
 ②公的年金給付額 ＞ 上限保険料収入＋国庫負担 
   の時は、年金額をカットする。マクロ経済スライド。 
  ＊厚生年金保険料=18.3％、国民年金保険料＝月額16,610円 
    国庫負担=基礎年金給付費の50% 
 

 医療保険の場合 
 ①上限保険料率と公費負担の設定 
 ② 医療給付額 ＞ 上限保険料収入＋公費負担 
  の時は、医療給付額カット。具体的には、診療・薬価・調剤などの報酬カット等 
 ③ 医療費＝医療給付費＋自己負担 
   自己負担＝医療費ｘＳ より （Sは自己負担割合）、 
   医療費＝医療給付費/(1-S)  となる。  
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目指すは安上がりの医療ではない。 
必要に応えることができる医療提供体制だ。 

 尾形裕也（２０２１）「コロナ禍と医療提供体制:日本の医療提供体制
の現状、課題及び展望」 

 
 日本は病院、病床が多いというが、その実態は、民間病院を中心に
多くが高齢者介護施設化している。1日当たりの医療資源投入量が
低く、平均在院日数が長く、実態は高齢者介護施設に近い。・・・ 
 

 その結果、病床が多いからといって、コロナのような有事の急性期
医療に十分対応できるような体制ではもともとなかった。コロナ禍に
よって、こうしたわが国の医療提供体制の構造的問題点が顕在化し
たと言える。 
 

  しかし、コロナ禍は最悪のケースではない可能性があり、もっと大
変な感染症が流行する可能性がある。今回は、ある意味では「見直
しの（最後の）チャンス」と言えるかもしれない。構造的問題には、構
造的に対処する必要がある。結論を言うと、地域医療構想を一層推
進する必要が高まったと言える。 
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 政府はコロナにどう立ち向かったか 
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 2020年度第1次~第3次補正予算の使途 
 これに2021年度当初予算「感染症対策予備費、5兆円」 
 が加わる 
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コロナ対策費の回収と使途などの検証 
 緊急時のコロナ対策の、多くは現金給付と貸付金である。すなわ
ち、 特別定額給付金や持続化給付金などからなる給付金(20兆
円）、資金繰り支援（18.6兆円）などである。 

 → これらは緊急支援であり、コロナ感染の収束後に 
  「回収」する必要がある。具体的には、一時的な増税など。 

 
 使途の公開・明確化 
 予備費(2021年度当初予算を合わせて16.5兆円）、地方への交付
金（4.5兆円）についても、一括予算のあり方、使途の適否など検証
が必要 
 
 その予算の検証も必要だ 
  Go Toキャンペーン（2.9兆円） 
  コロナ対策費とは別に、2020年度補正予算に盛り込 
   まれた国土強靭化、デジタル化予算（9．2兆円）の検証など  
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   日本財政の現状とリスク(図表） 
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内閣府中長期試算（ベースラインケース） 
2021年1月 
 
国と地方の基礎的財政収支
のGDP比率 

国・地方の公債等残高の 
ＧDP比率 
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日銀のバランスシート 
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マネタリーベースとマネーストック（M2, M3）の
対前年比 % 
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国債発行総額と市中発行額、 
財政制度等審議会資料 
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